
5 児童福祉施設（保育所、障害児関係施設を除く。）の状況   

児童福祉施設（保育所、障害児関係施設を除く。）の状況をみると、児童養護施設は559施設で、前年に比べ  

1施設、0．2％増加している。一方、定員は33，561人で、前年に比べ115人、0．3％減少しており、在所児は30，764  

人で、前年に比べ66人、0．2％減少している。（表7）   

また、児童養護施設の在所率の年次推移をみると、平成6年以降増加に転じ、平成18年は91．7％となってい  

る√（図5）。  

表7 主な児童福祉施設の施設・定員・在所児（者）数の年次推移  

各年10月1日現在  

平成7年  

（1995）  

対 前 年  

増減数  増減率（％）  

施  設   数  

施設総数   

乳児院   
母子生活支援施設   

児童養護施設   
児童自立支援施設  
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乳児院  

母子生活支援施設2）  
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児童自立支援施設  
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 注：1）その他の施設とは、助産施設、児童家庭支援センター、児童館、児童遊園であり、  定員、在所児（者）数について調査を行っていない。  

2）母子生活支援施設の定員は世帯数、在所児（者）数は世帯人員数であり、定員と在所児（者）数の総数に含まない。  

図5   児童養護施設の定員・在所児数・在所率の年次推移  
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6 老人ホームの状況   

老人ホームの総数は10，705施設で、前年に比べ834施設、8．4％増加している。定員は674，388人で、前年に  

比べ45，219人、7．2％増加している。在所者数は627，107人で、前年に比べ40，152人、6．8％増加している。   

有料老人ホームの施設数、定員、在所者数は年々増加を続けており、介護保険法が施行された平成12年施  

設数の約6倍、定員及び在所者数のそれぞれ約3倍となっている。また、老人福祉法の改正により届出をおこなっ  

た定員9人以下の有料老人ホームの施設数は、45施設となっている。（表8、図6）  

表8 老人ホームの施設数・定員・在所者数の年次推移  
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注：1）特別養護老人ホームは、平成12年以降は「介護サービス施設・事業所調査」において、介護老人福祉施設として把握した数値であり、  

平成18年は、「介護サー1ビス施設・事業所調査」において、地域密着型介護老人福祉施設として把握した数値も含む。  

図6 有料老人ホームの施設数・定員・在所者数の年次推移  

各年10月1日現在   施設  
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7 併設の状況   

他の施設との併設の状況は、27，2％が「併設あり」となっている。これを公営・私営別にみると、   

公営は13．1％で、私営は34．7％と公営より私営の割合が高くなっている。  

また、施設の種類別にみると、「老人福祉施設（養護・軽費老人ホーム）」は69．9％、「身体障害者   

更生援護施設」は5臥8％と高くなっている。（表9）  

表9 施設の種類別にみた併設の有無  

平成18年10月1日現在  
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2）特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、老人短期入所施設及び利用施設等調査票対象施設は含まない。  
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8 ボランティアの来訪状況   

ボランティアの来訪状況をみると、調査した施設の90．5％で過去1年間にボランティアの来訪があった。   

施設の種類別にみると「老人福祉施設（養護・軽費老人ホーム）」（94，8％）、「身体障害者更生援護施設」  

（90．0％）、「知的障害者援護施設」（92．9％）、「児童福祉施設」（90．8％）で9割を超えている。（表10）   

来訪者の所属する団体別にみると、「個人」（80．2％）での来訪が最も多く、次いで「学校関係」（68．3％）となって  

いる。また、「個人」、「学校関係」が最も多く来訪している施設は、それぞれ知的障害者援護施設で「個人」が  

3，322施設、「学校関係」が2，870施設となっている。（表11）  

表10 施設の種類別にみた過去1年間のボランティアの来訪状況  

平成18年10月1日現在  （単位：施設）  

総 数   来訪あり   来訪なし   
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児童福祉施設  

その他の社会  

注：特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、老人短期入所施設、保育所調査票対象施設及び利用施設等   
調査票対象施設は含まない。  

表11 ボランティアの所属団体別にみた来訪状況（複数回答）  
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9 障害者（児）関係施設の退所者の状況   

過去1年間の退所者の退所理由を施設の種類別にみると、児童福祉施設（障害児関係）は、「家庭復帰」が  

3，422人（68．9％）と最も多く、精神障害者社会復帰施設、身体障害者更生援護施設も「家庭復帰」が、それぞれ  

40．1％、30．0％と多くなっている。一方、知的障害者援護施設は「他の社会福祉施設等へ転所」（34．7％）が最  

も多く、次いで「家庭復帰」（18．1％）となっている。 （表12）   

また、退所者の在所期間を施設の種類別にみると、児童福祉施設（障害児関係）、精神障害者授産施設（入  

所）は「1年未満」がそれぞれ62．3％、51．3％と最も多く、知的障害者援護施設は「10年以上」（43．2％）が最も多  

くなっている（図7）。  

表12 退所の理由別にみた過去1年間の退所者数  

平成17年10月1日～平成18年9月30日  

他の社会  
福祉施設  
等へ転所  

施設へ   

他の訓練   転所  
他のま受産  

施設へ  転所  
公営住宅 へ入居  家庭復帰  

退   所   者   数  

身体障害者更生援護施設  

知的障害者援護施設  

児童福祉施設（障害児関係）  

精神障害者社会復帰施設  

（再掲）精神障害者授産施設（入所）  

身体障害者更生援護施設  

知的障害者援護施設  

児童福祉施設（障害児関係）  

精神障害者社会復帰施設  

（再掲）精神障害者授産施設（入所）  
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注：障害者（児）関係施設のうち、入所施設のみを集計した。  

図7 過去1年間の退所者の在所期間別構成割合  

身体障害者更生援護施設  

知的障害者援護施設  

児童福祉施設（障害児関係）  

精神障害者授産施設（入所）  
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Ⅱ 障害福祉サービス事業所の状況  

1 障害福祉サービス事業所数  

（1） 障害福祉サーービス事業所数の状況  

障害福祉サーービス事業所数を、前年比較が可能なものと比べると、知的障害者短期入所事業、障害児短  

期入所事業を除き、増加している。  

一方、平成1：∃年4月からの事業は外出介護事業で7，555事業所、行動援護事業で282事業所となってい  

る。また、精神障害者関係の事業所では、精神障害者居宅介護事業で3，279事業所、精神障害者短期入  

所事業で242事業所、精神障害者共同生活援助事業は1，132事業所となっている。（表13）  

表13 事業の種類別にみた事業所数の年次推移  

各年10月1日現在  
平成15年   16   17   18   対 前 年  

（2003）   （2004）   （2005）   （2006）   増減数  増減率（％）   

業  116722 

）  

者后  6802   8559   10202  10984   782   7．7   

者屈  4516   5967   8262   89655 703   臥5  

者屈  32799 
介護事業  3 860 5 209 74了7  8150  673  9．0  

7 555 

）  

者  64933 
者外  6 080 
外出介護事業  2162  
出  5 575 

282  

）  

行動援護事業  270  

行動援護事業  64  

動  244  

サ  2133  

）  

者   ビス事業  996  1118  1167  1453  286  24．5   
者   580   736   913   1055   142   15．6   

ー  582  708  886  10922 206  23．3  

業  38499 

）  

者短  1010  1109  1180  1275  95  8．1   

者  2391   2573   2811   26955 △116   △4．1  

者短  242  
期  1 699 1 888 2147  20433 △104  △4．8  

助  57455 

者  2850  3569  4239  47922 553  13．0   
者  1132  

宅介護事 居  

（18年は再掲  

身体  障害  

知的障  害   

障害  精神  

障害児居  

外出介護  

（18年は再掲  

身体障害  
知的障  害   
精神障害  

障害児外  

行動援護  

（18年は再掲  

知的障  

精神障  
障害児行  

障害者デイ  

（18年は再掲  

身体障害   
知的障害   

児童デイサ  

入所事  短期  
（18年は再掲  

身体  障害   
知的障害  

精神障  害   
障害児短  

生活援  共同  
（18年は  

知的障害  
精神障害  

柱：1）複数サービスを行っている事業所は、各々に計上している。   

2：）平成17年以前は、「障害児居宅介護事業」は「児童居宅介護等事業」、「障害児短期入所事業」は「児童短期入所事業」、  

「知的障害者共同生活援助事業」は「知的障害者地域生活援助事業」である。   

ニラL）平成18年は、障害者自立支援法に基づく「皆宅介護事業」等の7種類の事業を調査しており、「身体障害者居宅介護事業」  

等の障害の種類別事業所は平成i7年以前と比較するために集計したものである。  
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（2）経営主体別事業所数  

障害福祉サービス事業所を経営主体別にみると、居宅介護事業、外出介護事業では、「営利法人」が最   

も多く、行動援護事業、障害者デイサービス事業等では、「社会福祉法人」が最も多くなっている。  

一方、障害の種類別事業（再掲）をみると、「営利法人」の多い居宅介護事業では、精神障害者居宅介護   

事業で、「社会福祉協議会」が33．2％と最も多くなっている。また、「社会福祉法人」の多い共同生活援助事業   

では、精神障害者共同生活援助事業で、「医療法人」が39．1％と最も多くなっている。（表14）  

表14 経営主体別事業所の構成割合  

平成18年10月1日現在  

構  成  割  （％）  

事業所数  
総数国 

田 実話崖琵蓋雲霞票認㌘窪冨冨梨芸矧その他   
居宅介護事業  11672  100．0  1．3  15．8  17．0   4．4   1．4   2．0  47．2   8．0   2．8  

（再掲）  

身体障害者居宅介護事業  10984  100．0  1．2  15．9  15．8   4．1   1．4   2．0  48，9   7．9   2．8   

知的障害者居宅介護事業   8965  100．0  1．2  17．0  15．6   3．0  1．4   2．0  48．6   8．4   2．7   

精神障害者居宅介護事業   3279  100．0  1．8  33．2  16．3   4．8  1．8   2．4  30．9   6．9   2．0   
障害児居宅介護事業   8150  100．0  1．2  16．6  13．3   2．7  1．4   2．0  51．1  8．7   2．8   

外出介護事業  7555  100．0  1．2 17．5  け2   3．8  1．3   2．1 44．7   8．9   3．3  

（再掲）  

身体障害者外出介護事業  6493  100．0  1．2 18．1 15．7   3．7   1．2   2．1  45．8   8．9   3．4   

知的障害者外出介護事業   6080  100．0  1．1 17．9  16．2   2．8   1．3   2．1  46．7   9．0   3．0   

精神障害者外出介護事業   2162  100．0  1．4  29．8  15．8   4．0   1．7   2．2  34．3   8．2   2．5   

障害児外出介護事業   5575  100．0  1．2 17．8  14．5   2．6   1．3   2．1  4乱3   9．2   3．1   

行動援護事業  282  1∝）．0  1．1 13．5   50．4  1．1  －  14．9  18．4   0．7  

（再掲）  

知的障害者行動援護事業  270  100．0  1．1 12．6   51．5   0．7  －  15．2  18．1  0．7   

精神障害者行動援護事業   64  100．0  4．7  20．3   35．9   3．1  －  20．3  14．1  1．6   

障害児行動援護事業   244  100．0  1．2 12．7  49．6  － 15．2  20．5   0．8   

障害者デイサービス事業  2133  9．2  12．0   56．5  1．6  1．4   0．5   5．8  10．8  1．9  

（再掲）  

身体障害者デイサーービス事業   1453   1．7   0．7   6．7   6．6  1．5   

知的障害者デイサービス事業  1055  100．0   0．2  6．6   7．0   57．6   0．5   0．6   0．3   5．6  18．9   2．7   

児童デイサービス事業   1092  100．0   0．1  30．1  5．8  32．2  1．4   0．3   0．2   臥2  18．4   2．3   

短期入所事業  3849  100．0  1．6  5．7   0．8   86．8   2．9   0．5   0．1  0．3  1．1  0．2  

（再掲）  

身体障害者短期入所事業  1275  100．0  1．3  4．7  1．1  8臥3  1．6  0．3   0．1  0．6  1．7   0．3   

知的障害者短期入所事業   2695  100．0   2．2  4．6   0．7   89．9   0．6  0．3   0．0   0．2  1．3   0．1   

精神障害者短期入所事業   242  100．0  0．8   0．4   53．7  38．0   3．7  －   0．8   2．1  0．4   

障害児短期入所事業   2043  100．0   2．7  7．0   0．6   86．2   0．5   0．4   0．0   0．4  1．8   0．2   

共同生活援助事業  5745  100．0  1．2  1．0  79．7   7．7   1．4   0．0   0．3   8．5   0．2  

（再掲）  

知的障害者共同生活援助事業                                   4792  100．0  1．3  1．1  90．0   0．2   0．6  －   0．4   6．3   0．1   

精神障害者共同生活援助事業  1132  100．0  0．7   0．6   35．6  39．1  4．6   0．1  0．3  18．6   0．4   

注：1）社会福祉法人には社会福祉協議会を含まない。  
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（3）利用状況別事某所数   

9ノ川一に利用者がいた障害福祉サービス事業所を利用実人員階級別にみると、居宅介護事業、外出介   

護事業、知的障害者と障害兄の行動援護事業及び短期入所事業では「1～4人」が最も多くなっている。   

また、デイサーゼス事業のうち、身体障害者デイサー」ごス事業は「1～4人」が最も多いが、知的障害者デ   

イサザビス事業及び児寅デイサービス事業は「川～19人」が最も多くなっている。（表15）  

共同生活援助事業は「4人」が最も多くなっている（表16）。  

表15 障害福祉サービス事業（共同生活援助事業を除く）の  

利用実人員階級別事業所の構成割合  

平成18年9月中   

9月中に  
利用者がいた   
事業所数  

22．9  10．6  3．2  1．1  0．5  1．1  1．7  

13．6  5．2  14  0．6  0．2  0．4  2．9  

18．8  8．5  2．3  0，6  0．2  0．7  1．5  

12．1  5．3  1．1  0．3  0．2  0．1  3．8  

身体障害者居宅介護事業  

知的障害者居宅介護事業  

精神障害者居宅介護事業  
障害児居宅介護事業  

0
 
0
 
0
 
0
 
 

0
 
0
 
0
 
0
 
 

0
 
0
 
0
 
0
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8
 
4
 
0
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5
 
7
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0
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■
 
 

0
 
 

0
・
6
〓
一
〇
■
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1
・
0
1
・
5
一
〇
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13．2  6．5  17  0．9  

14．0  9，5  4．1  1．9  

4．1  

14．9  10．5  3．4  1．0  

身体障害者外出介護事業  

知的障害者外出介護事業  

精神障害者外H介護事業  

障害児外亡二jけ「議事業  

知的障害者行劾援護事業  

精神障害者行動援護事業  

障害児行動援護事業   

身体障害者デイサーービス事業  

知的障害者デイサービス事業   

児童デイサービス事業   

身体障害者短期入所事業  

知的障害者短期入所事業  
精神障害者短期入所事業  

障害児短期入所事業  

0
 
0
 
0
 
0
 
 

0
 
0
 
0
 
0
 
 

0
 
0
 
0
 
0
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「
h
J
 
4
 
7
 
 

4
 
4
 
8
 
4
 
 

7
 
6
 
7
 
6
 
 

4
 
7
 
5
 
6
 
 

「
／
 
8
 
4
 
6
 
 

0
 
9
 
2
 
5
 
 

3
 
1
 
 
 
 
 
1
 
 

100．0  70．4  19．7  7．0  

100．0  

100．0  66．2  23．4  9．1  1．3  

100．0  30．6   12，8  17．5   14．0  9．6  5．2  9，7  0．5  

1000   19．4   19．2  325   16．3  6．2  2．6  3．2  0．6  

100．0  6．5   11．3  24．2  20．7   13．5  7．8   16．0  0．1  

100．0  62．5  20．7  12．6  32  0．7  0．1  0．1  

100．0  49．2  24．4  16．9  5．3  2．1  0．9  1＿0  0．2  

100．0  81．9  16，0  1．1  1．1  

100．0  46．0  23．2  17．1  8．0  3．1   1．3  1．1  0．4  

江＝1）居宅介護事業の利用実人員は、4つげけ－ビス内容（「身体介護」、「家事接触、「日常生活支援」、「通院等の乗降介助」）の利用実人員の合計である。  

表16 共「郡上活援助事業の利用者数階級別事業所の構成割合  

平成18年9月末日項在  

9月末日に  構 成 割 合 （％）  

利用者がいた 事業所数          総数  i～3人  4人  5人   利用者数  
6人  7人  8／、10人  11～13人  14・～16人   不詳   

事  4691  1∝）．0  10．0  61．6  17．4  7．0  3．4  0．6  

事  1024  1∝）．0  16．4  29．7  26．8  15．0  4．4  5．8  0．7  0．3   1．0   

知的障害者共同生活援助  

精神障害者共同生活援助  
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2 利用状況  

（1）居宅介護、外出介護、行動援護の利用状況  

利用者1人当たりの9月中の利用状況をみると、指定居宅介護サービスを利用する身体障害者では、「日   

常生活支援」が25．2回と最も多く、次いで「身体介護」（18．3回）、「家事援助」（11．3回）となっている。ま   

た、知的障害者は「身体介護」（10．3回）、精神障害者は「家事援助」（6．7回）、障害児は「身体介護」   

（8．6回）が最も多くなっている。  

また、指定外出介護サービスは身体障害者の「身体介護を伴うもの」が6．5回、「身体介護を伴わないも   

の」が5．8回となっている。他の障害者（児）では概ね4～5回の訪問回数となっている。（表17）  

表17 障害の種類別にみた居宅介護・外出介護及び行動援護の利用状況  

平成18年9月中  

指定居宅介護サービスの内容   指定外出介護  
サービスの内容   

日括  
行動援護  

身体介護家事援助 

身  利用実人員（人）   23382  24914  4242   1055  6270  8540  

体   訪問回数合計（回）  
障  428 139 281 151 106 756 7 781 40 4855 49475   

利用者1人当たり  

訪問回数（回）  
18．3  11．3  25．2  7．4   6．5  5．8   

知  利用実人員（人）   7592   6892  147  183  5796  7407   256   

障   
的   訪問回数合計（回）  77837  66015  754  758  26085  32131   1187   

利用者1人当たり  

訪問回数（回）                       者  

10．3  9．6  5．1  4．1   4．5  4．3   4．6   

精  利用実人員（人）   2702   6569  52  30   119  227  
神   訪問回数合計（回）  
障  

17893  43874  289  95   547  855  

利用者1人当たり  

訪問回数（回）  
6．6  6．7  5．6  3．2   4．6  3．8   

利用実人員（人）   7741 1284  19  92  5858  2551   324  

害  
障                        訪問回数合計（回）   66941 10046  100  404  28413  11099   1593   

児  利用者1人当たり  

訪問回数（回）   
8．6  7．8  5．3  4．4   4．9  4．4   4．9   

注：各サービスの利用実人員は、複数のサービス利用者も含む。  

（2）デイサービスの利用状況  

利用者1人当たりの9月中の利用状況をみると、障害者デイサービスでは、食事又は入浴サービスを提供   

する事業所「サービス費I」を利用した身体障害者は6．7日、食事及び入浴サービスを提供しない事業所   

「サービス費Ⅱ」を利用した身体障害者は3．6日、知的障害者は10．7日となっており、児童デイサービスで   

は4．8日となっている。  

また、加算の状況について、利用延人員に占める割合をみると「送迎サービス」の身体障害者「サービス   

費I」が155・5％と最も多く、次いで「知的障害者」122．7％となっており、概ね片道以上の利用状況となって   

いる。（表18）  
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表18 デイサービスの種類別にみた利用状況・加算サービスの  

利用目数・回数と利用延人員に占める割合  

平成18年9月中  

利用実人員（人）  

利用延人員（人）  

利用者1人当たり弄  

低所得者の肇   

j利用延メ  加
算
の
状
況
 
 

入浴サービス 利用延メ  

送迎サービス 「束・海産メ  

（3）短期入所、共同生活援助の利用状況  

短期入所の利用実人員は、「知的障害者」が14，90：〕人と最も多く、次いで「障害児」（10，329人）となってい   

る。一方、利用者1人当たりの利用日放では「身体障害者」が7．4日と最も多く、次いで「知的障害者」   

（（ミ．1日）となっている。（表19）  

また、共同生活援助の利用状況は、「知的障害者」が19，954人、「精神障害者」が4，858人となっている   

（表20）。  

表19 短期入所の利用状況・送迎サービスの回数  

と利用［］数合計に占める苦り合  

平成18年9月中  

ス   

利用実人員（人）  

利用［］数合計（目  

うち宿泊を伴－  

利用者1人当たり手  

送迎サーービ   

斥．i盲首巻  

表20 共同生活援助の利用状況  

平成18年9月末日現在  

知的障害者  精神障害者   

り用者数（人）   19954  4858   
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3 従事者数  

（1）職種別常勤換算従事者数  

障害福祉サービス事業所の常勤換算従事者数は、居宅介護事業では70，021人、外出介護事業では   

27，592人となっている（表21）。  

表21 事業の種類別にみた職種別常勤換算従事者数  

平成18年10月1日現在  

介護福祉   
ホームヘルパー  

総数    士  その他  
ルパー1級   

居宅介護事業   7002116902 50935  ∈i372 39245   247  3071 2184   

外出介護事業   27592  6040 20571 3159 14651  163  2598   981   

行動援護事業   375  100   264  30   217  4  13  11  

総数  指導員  介護職員  保育士  その他   

障害者デイサービス事業   10622  4540  4291  1791   

児童デイサービス事業   4766 1989   205 1933   639  

栄養士  理学・作 士   
総数  医師  保健師・ 看護師  心理・職 能判定員  職業指 導員  生活支 援員  介護職員  保育上・児 童指導員  管理栄養  士  業療法   

その他   

短期入所事業1）   18399   339 1443  23 1124  6356  4391  372   213   385  177  3576  

世話人  共同生活援助事業  7663   

注：1）短期入所事業の従事者には空床型・単独型の事業所の従事者を  
含まない。   
2）9月中に利用者がいた事業所の従事者である。   
3）従事者数は調査した職種であり、調査した職種以外は「…」とした。  

（2） 介護従事者1人当たりの9月中の利用者の状況  

介護従事者1人当たりの9月中の利用者の状況をみると、児童デイサービス事業では「利用延人員」が   

37．9人、障害者デイサービス事業では「利用延人員」が34．3人となっている（表22）。  

表22介護従事者1人当たりの9月中の利用者の状況  

平成18年10月1日現在  

1事業所当たり  
1事業所当たり  

介護従事者1人当たり  
常勤換算従事者数  

常勤換算  
9月中の訪問回数・  

（人）  
介護従事者数  

利用延人員・利用日数   
（人）  

居宅介護事業   7．4   7．2   16．9 回   

外出介護事業   6．7   6．5   7．3 回   
行動援護事業   

3．4   3．3   8．1 回   

障害者デイサービス事業   5．9   4．9   34．3 人   

児童デイサービス事業   4．8   4．1   37．9 人   

短期入所事業1）   8．8   5．8   10．6 日   

注：1）短期入所事業の従事者には空床型・単独型の事業所の従事者を含まない。  

2）「介護従事者」とは居宅介護事業・外出介護事業・行動援護事業においては「介護福祉士」、「ホームヘルパー」、「ガイドヘルパー  
等」、障害者デイサービス事業・児童デイサービス事業においては「指導員」及び「介護職員」又は「保育士」、短期入所事業におい  
ては「職業指導員」、「生活支援員」、「介護職員」、「保育士・児童指導員」としている。  

3）9月中に利用者がいた事業所のうち、訪問回数・利用延人員・利用延日数不詳及び従事者数不詳の事業所を除いて算出した。  

介護従事者1人当たり9月中の訪問回数・利用延人員・利用日数＝  
9月中の訪問回数・利用延人員・利用目数÷常勤換算介護従事者数  
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